
獣医療提供体制整備推進総合対策事業に係る公募要領

１ 総則

獣医療提供体制整備推進総合対策事業に係る公募については、この要領に定める

ところによる。

２ 公募対象補助事業

公募対象となる補助事業は、別表のとおりの事業とする。

３ 事業実施期間

事業実施期間は、補助事業の補助金交付決定の日から 2023 年３月 31 日までとす

る。

４ 応募団体の要件等

（１）応募団体の要件

応募者は、以下の要件の全てに該当することが必要である。

ア 以下のいずれかの団体であること。

・民間団体

・特例社団法人、特例財団法人、公益社団法人、公益財団法人、一般社団法人及

び一般財団法人（都道府県が所管する法人に限る。）

・特定非営利活動法人

・協同組合

・共済組合

・学校法人

・協議会（代表者、組織及び運営について、規約の定めがあり、事業実施及び会

計処理を適正に行うことができる体制を有しているものをいう。）

イ 本事業に関する具体的計画及び実務能力を有する団体であること。

ウ 団体の代表者は、補助事業の期間中に日本国内に居住し、補助事業全体及び

交付された補助金の適正な執行に関し、責任を持つことができる者であること。 
エ 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、

法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所を

いう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に

関与している者をいう。以下同じ。）が暴力団（暴力団員による不当な行為の

防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第６号に規定する暴力団員

をいう。）でないこと。

（２）公募の対象となる取組及び要件

産業動物遠隔診療推進のための支援を目的としており、公募の対象となる取組

は、以下の要件を全て満たすことが必要である。

ア 産業動物獣医師等の育成・確保又は診療の効率化を図ることが期待されるもの



であること。 

イ 達成目標の設定が可能であるとともに、具体的な成果の獲得が見込まれるもの

であること｡ 

 ただし、他の補助金等の交付を受けている若しくは受ける予定の取組、又は本

事業による成果の利用を制限し公益の利用に供しない取組は、本事業の対象とは

ならない。 
  

５ 補助対象経費の範囲 
 補助の対象となる経費は、別表のとおりとする。なお、本事業の実施上、必要性

が認められない経費は対象とならない。 
 

６ 補助金の額 
補助対象となる事業費は、別表に定める「補助金の額」の範囲内で事業の実施に

必要となる経費を助成する。ただし、取組の内容により、特に必要と認められる場

合には、この限りではない。 
 なお、所要額において人件費（補助事業に直接従事する者の直接作業時間に対す

る給料その他手当をいう。）を計上する場合は、別添「補助事業等の実施に要する

人件費の算定等の適正化について」（平成 22 年９月 27 日付け 22 経第 960 号大臣官

房経理課長通知）に基づき、算定すること。 
 

７ 応募書類の作成等 
（１）獣医療提供体制整備推進総合対策事業に係る企画書（別紙様式１） 
（２）実施計画書（応募者に関する事項）（別紙様式２） 
（３）実施計画書（提案内容に関する事項）（別紙様式３） 
（４）応募者の概要がわかる資料（団体概要、定款又は会則、役員名簿等）（様式自

由） 
 
８ 企画書等の提出期限等 
（１）提出期限：2023 年１月 25 日（水） 
（２）企画書等の提出場所・問合せ先 
   〒100-8950 東京都千代田区霞が関１－２－１ 

      農林水産省消費・安全局畜水産安全管理課獣医事班（６階ドア No.北 615） 
                   電話 03-3502-8111（内線）4530 
（３）提出部数                                 
   獣医療提供体制整備推進総合対策事業に係る企画書 １部 

    実施計画書（応募者に関する事項）   １部 
      実施計画書（提案内容に関する事項）   １部 
    応募者の概要（団体概要等）    １部 
（４）提出に当たっての注意事項 

・提出した企画書等は、変更又は取消しができないこと。 
・企画書等に虚偽の記載をした場合は、無効とすること。 
・要件を有しない者が提出した企画書等は、無効とすること。 
・企画書等の作成及び提出に係る費用は、応募者の負担とすること。 
・応募書類の提出は、原則として郵送、宅配便又は電子メールとし、やむを得な



い場合にのみ持参による提出も可能とする。 
・申請書類を郵送又は持参する場合は、応募者ごとに（３）に掲げる提出書類を

一つの封筒に同封し、「獣医療提供体制整備推進総合対策事業公募申請書類在中」

と封筒の表に朱書きした上で、郵送の場合にあっては、簡易書留、特定記録等、

配達されたことが証明できる方法により送付すること。また、提出期限前に余裕

を持って投かんするなど、必ず期限までに到着すること。 
・申請書類を電子メールにより提出する場合は、別表の問合せ先に送付アドレス

を確認し、件名を「獣医療提供体制整備推進総合対策事業公募申請書類（応募者

名）」とし、本文に「連絡先」と「担当者名」を必ず記載し、送付すること。ま

た、送付後、必ずメールが届いていることの確認を問合せ先に行うこと。 
 
９ 企画説明会の開催 
（１）企画説明会は必要に応じて開催する。開催する場合は、有効な書類を提出した

者に対して、開催場所、説明時間、出席者数の制限等を別途連絡する。 
（２）上記により連絡を受けた者は、指定された場所及び時間において、提出した企

画書等の説明を行うものとする。 
 

１０ 企画書等の審査及び事業実施主体の候補者選定 
（１）審査方法 

外部有識者で構成する選定審査委員会において、審査基準に基づき、提出され

た企画書等を審査し、事業実施主体の候補者を選定するものとする。 
（２）審査項目 

選定審査委員会において、別紙の企画書選定審査項目を審査・評価するものと

する。 
なお、企画書等の提出から過去３年以内に、「補助金等に係る予算の執行の適

正化に関する法律」（昭和 30 年法律第 179 号）第 17 条第１項又は第２項に基づ

き交付決定の取消があった補助事業等において、当該取消の原因となる行為を行

った補助事業者等又は間接補助事業者等については、本事業に係る事業実施主体

の適格性の審査においてその事実を考慮するものとする。 
（３）審査結果の通知等 
   選定審査委員会の審査結果（事業実施主体の候補者となった旨又は候補者とな

らなかった旨）については、応募者宛てに通知するものとする。なお、農林水産

省は、ホームページで事業実施主体の候補者を公開することとする。 
 
１１ 事業実施主体の責務等 
   事業実施主体は、事業の実施及び交付される補助金の執行に当たって、以下の

条件を守らなければならない。 
（１）事業の推進 

事業全体の進行管理、事業成果の公表等、事業の推進全般に関する責任を持つ

こと。なお、事業の進捗状況によっては、事業実施期間中に、事業計画の修正を

求める場合もあることに留意されたい。  
（２）補助金等の経理管理 

交付を受けた補助金の経理管理に当たっては、「補助金等に係る予算の執行の

適正化に関する法律」に基づき、適正に執行すること。 



（３）知的財産権の帰属等 
本事業により得られた認証基準を、適正に管理・使用すること。 

（４）事業成果等の報告 
食品の安全・消費者の信頼確保対策事業費補助金等交付要綱に基づき、補助事

業終了後に、本事業により得られた事業成果に関する必要な報告を行うこと。ま

た、本事業の成果の普及・啓発に努めること。 
 



別表

公募対象事業 事業の内容 補助金の額 補助率 締切

1 産業動物遠隔診療
推進事業

(担当)
畜水産安全管理課
獣医事班

内線(4530)

55,923千円以内 定額 公示で
定める
期間

　事業を実施する際の留意事項

１　産業動物遠隔診療推進事業（以下「遠隔診療推進」という）の実施に当たって事業実施主体が留意すべき事項
（１）事業実施主体は、事業に係る推進委員会を設置することとする。推進委員会は、遠隔診療推進の実施地域及び実施計画の内容が、遠隔診療を活用した
　　効率的な診療等による地域の獣医師を有効に活用した産業動物獣医療提供体制を整備する上で適切であることについて確認することとする。事業実施
　　主体は、適切であると判断した実施計画に基づき、遠隔診療推進を実施する。
（２）事業実施主体は、実施計画の実施責任者に対して上記実施計画を実施するために必要な経費の範囲内で経費を支弁する。ただし、遠隔診療推進の実施
　　に必要となる情報通信機器については、事業実施主体が自ら購入することとし、当該情報通信機器の管理は実施計画の実施責任者に行わせるものとする。

補助対象経費

・産業動物診療獣医師の確保が困難な地域
等における遠隔診療を活用した効率的な診療
など、地域の獣医師を有効に活用した獣医療
提供体制の整備を実施。

〔達成目標〕
計16カ所で地域の獣医師を有効に活用した産
業動物獣医療提供体制の整備を実施。

「2022年度獣医療提供体制整備推進総合対策事業」（補正予算措置分）一覧表

○ 遠隔診療を活用した効率的な診療等による地域の獣
医師を有効に活用した産業動物獣医療提供体制の整備
を図るために要する経費

　遠隔診療を行うための機器購入費、賃借料、
　プログラム実施費、技術指導費、技術指導旅費、
　通信運搬費、消耗品費、資料印刷費等

○ 事業実施を推進するための検討会、事務等に要する
経費

　(検討会)
　委員旅費、委員謝金、技術指導費、現地指導旅費、
　資料印刷費
　(事務等)
　技術指導費、資料整理費、通信運搬費、消耗品費等


